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【個別注記表】

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　子会社株式及び関連会社株式　子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法に基づく原価法によっております。

　その他有価証券

　　・時価のあるもの

　　　　期末決算日の市場価格等に基づく時価法によっております（評価差額は全部純資産直

　　　入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）。

　　・時価のないもの

　　　　移動平均法に基づく原価法によっております。

(2)棚卸資産の評価基準及び評価方法

　商品

　　個別法に基づく原価法によっております（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

　下げの方法により算定）。

２．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。

　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

　おります。

(2)無形固定資産

　定額法によっております。

　　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

　　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（5年）に

　基づく定額法によっております。

(3)リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(4)長期前払費用

　主として定率法によっております。

　　なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。



３．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権及び破産更生債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上する方法によっております。

(2)賞与引当金

　従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により計上しております。

(3)販売促進引当金

　将来の「ONE LUMINE お買い物券」の利用による支出に備えるため、過去の利用実績率に基

づき、将来利用されると見込まれる額を計上しております。

(4)退職給付引当金

① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）に

よる定額法により按分した額を費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。

(5)関係会社事業損失引当金

　子会社の事業に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態等を勘案し必要とみられる額を

計上しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理

しております。

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。



２　貸借対照表に関する注記

(1)有形固定資産の減価償却累計額 百万円

(2)オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

(借手側）

　１年内 百万円

　１年超 百万円

　合　計 百万円

(3)関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

　短期金銭債権 百万円

　短期金銭債務 百万円

　長期金銭債権 百万円

　貸倒引当金 百万円

３　税効果会計に関する注記

 　繰延税金資産発生の主な原因は繰越欠損金及び減価償却超過額であり、繰延税金負債発生の主な原

 因は固定資産除去費用の否認等であります。

　 なお、繰延税金資産から控除されている評価性引当額は590百万円であります。

４　関連当事者との取引に関する注記

(1)親会社及び法人主要株主等

　取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 賃借料その他の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。

（注２） 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

176

174

121,148

2,274

19,440

21,714

1,238

629

（単位 百万円）

取引金額 科目 期末残高

親会社 東日本旅客鉄道㈱
被所有

直接95.1%

役員の兼
任、駅ビル
用地等の貸

借

土地・建物の
賃借料の支払

9,701 未払金 5

種類 会社の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容



(2)兄弟会社等

　取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） クレジットカード債権の譲渡については、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定

　しております。

（注２） 委託料の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。

（注３） 賃借料の取引条件は、市場実勢を勘案して、価格交渉の上で決定しております。

（注４） 上記の金額のうち、クレジットカード債権の譲渡を除く取引金額には消費税等を含め

　ておりません。

また、期末残高のうち、営業未収金、未払金及び前払費用には消費税等を含めており

　ます。

５　１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額 1,554円12銭

(2)１株当たり当期純損失 △112円26銭

（単位 百万円）

期末残高

親会社の
子会社

㈱ビューカード なし 加盟店契約
クレジットカー

ド

債権の譲渡
113,572 営業未収金 11,493

種類 会社の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容

業務委託契約

広告宣伝・販促
の企画制作にか
かわる委託料の

支払

2,903

取引金額 科目

3,092

未払金 429

親会社の
子会社

㈱ジェイアール
東日本

ビルディング
なし 賃貸借契約 賃借料の支払 4,419

未払金 274

前払費用
差入敷金

453
2,042

親会社の
子会社

㈱ジェイアール
東日本企画

なし

親会社の
子会社

JR東日本
ビルテック㈱

なし 賃貸借契約
建物管理にかか
わる委託料の支

払


